平成25年度第1回宗像市介護保険運営協議会　議事録
期　日：平成25年8月27日（火）

時　間：15：00～16：50
会　場：宗像市役所　202会議室

【出席者】

（委員）

麻生委員、岡山委員、折田委員、権田委員、渋谷委員、早川委員、中村委員、平子委員、松本委員、　　　山根委員（欠席：江頭委員、大倉委員、小山田委員、西﨑委員、坂元委員）
（事務局）

石松健康福祉部長、中村介護保険課長、瀧口高齢者支援課長、柚木保健福祉政策課長、篠原健康づくり課長、橘高齢者支援課参事、嶋田介護保険係長、石松高齢者サービス係長、松井保健福祉政策係長、市場企画主査、安川主任主事

１．開会

【事務局】

それでは、定刻前ではございますがただいまから、平成25年度第1回介護保険運営協議会を開催いたします。本日はお忙しい中、ご出席賜りまして誠にありがとうございます。私、4月の人事異動で介護保険課長を仰せ付かりました協議会事務局の中村でございます。よろしくお願いいたします。人事異動が他にも事務局のほうであっておりますので、それぞれ自己紹介をさせていただきたいと思います。【自己紹介】

江頭委員、大倉委員、小山田委員、坂元委員、西﨑委員の5名がご欠席です。議事録署名委員ですが、五十音順にお願いしております。今回は折田委員にお願いしたいと思います。後日署名等お願いいたします。続いて資料の確認をさせていただきます。資料1から5までございます。このうち資料5の7ページから8ページ9ページ10ページが本日差し替えを置いております。差し替えをお願いいたします。資料6として、地域密着型サービス運営部会の「資料1目次」と右上に書いてあるもの、これになります。密着部会の委員さんについては、先ほど配布分を使用していただきますようにお願いします。資料に不足はございませんでしょうか。それでは審議に入っていただきたいと思います。よろしくお願いします。
２．会長あいさつ

　早速議題に入ります。次第（1）報告事項の「平成24年度介護保険事業の進捗状況について」事務局から説明お願いします。

３．議題

（１）報告事項

　　　○平成24年度介護保険事業の進捗状況について
【事務局説明】

【会長】

はい、ありがとうございました。多岐にわたりましたが、理解できないとか、もうちょっと説明してほしいとかございませんか。八方塞がりみたいな感じですか。
【委員】
　ま、いろいろなことをされているということは分かりますが、具体的にこういうことをやったから、どれだけ介護保険の減額につながったのかというようなことが数字で出ていないんで、わかんないですよね。だからその現状を数字で出していただいてどういう効果が出ているのかということを出していただくと非常に分かりやすいのではないかと思うんですよね。
【会長】

　費用対効果の指標が無いので実感できないというご指摘でございますが。
【事務局】

　具体的には、介護予防事業による削減効果という趣旨ですか。

【委員】

　そうですね。介護予防事業等にかかって、どれだけの削減効果があったのか、ここでは何人が利用したとかそういうことじゃなくて、その中で事業をやったことによって、たとえば要介護の人が要支援に変わったとか、そういう具体的な例が無いわけですよ。ただ、あくまで何人集まって、何をしたか、じゃあこの事業が本当に効果があるのか無いのかというのはわかんないじゃないですか。だから数字を出して表してもらいたい。
【会長】

　想定される、何もしないときに予想される数字と、やったことによって実際にどの程度費用対効果があるか、金額だけでもかまわないですよね。そうしないと、この様々に分けた事業で、どれほどの費用対効果が上がって行ったかというのは確かにこの資料からは読み取ることはできないですよね。なさったこと、やったことはこの資料に書いてありますけれども、テストを受けたことが書いてあるのであって、テストの得点は書いてないんですよね。
【事務局】

　今、介護予防事業を実施したことによる効果額という金額的な数字は把握していません。表せていない。表すことがかなり難しい数字ではないでしょうか。市がする事業によって削減したのか、一人ひとりの心がけとか個人の努力で改善したのかという境目というのが難しいなというように思います。
【会長】

　そしたら、効果を示せないなら、事業をやる意義というのがかなり怪しくなりますよ。

【事務局】

　それについては基本的には、要介護度とか認定率とか、数字的にはそういうもので判断していただくしかないのかなと思います。それと先ほど私も申しましたけども、介護予防ケアマネジメント事業でケアプランを作成する事業で資料3ページになりますけれども、24年度については204名が介護予防ケアプランを作成して、介護予防事業等を受けられて、その後その方たちがどういった形で移行して行ったかという、金額的なものというのは、それに伴って例えば二次予防事業を受けられてて、それが一次予防事業に変わられる方は20人いました。じゃあ、一次予防事業を受けられた方20人に対しては、二次予防事業で使っていた事業費はこれだけで、一次予防事業はこれだけでと、あまり1回の利用料金というのがあまり、一次予防事業も二次予防事業も介護予防教室は金額が変わらないので、そんなに大きな数字的なものは示せないと思うんですけど、例えば要介護、要支援になった方、移行された方が25名いますので、その方たちが要介護・要支援になったときにどのような介護給付を受けられたかを、一人ひとりの経過を辿って積み上げていく形で追跡調査を数字をこうしていけば、限られた対象者になると思いますがそういった形であればできるのかなとは思いますが、現状では一人ひとりの額では示していないということで難しいです。

【会長】

　確かに難しいですね。

【副会長】

　例えば、検診をやって一次検診とか二次検診とかをやって、検診の受診者が増えたとか減ったとか、そういう数の動向の変化は分かりますよね。つかめますよね。前年度よりも今年度受診者が増えたとかですね、それは掴んでいるわけでしょう。このいわゆる介護保険事業は基本的に高齢化率がずっと上がっていきよる、それから認定件数も増えている、それから介護給付を受ける人も増えてきているといった中で、この事業をやったから減ったということは統計的につかみにくいのではないかというふうに思うんですよ。市はつかめるんですか。
　検診するとか相談件数の増減なら分かるんですよ、ところがこの人が介護保険の予防給付を受けたから介護給付が下がったとか、あるいは自立したとかそこまで一人ひとりの保健師さんが利用者に対して把握するのは可能ですか。
【事務局】
　全ての方はできないです。

【副会長】 
　できないでしょう。とてもじゃないけどできないと思うんですよ。何年か前の制度改正で認定審査のあり方が変わって、予防給付が急に中止されて、認定も変わったじゃないですか。だから要介護１が要支援２になったり、落ちてきたときはありましたよね。でもこれは認定の調査の方法が変わった訳であって、介護給付を受けたから変わったというのはちょっと、つかめないんじゃないかなあ。私はそう思いますよ。
【委員】
　ただ、この表を見たらお分かりになるとおり、永遠に上がり続けるわけですよね。人口が減れば別ですけど、当面は上がり続けるわけですよね。上がり続けることが分かっているのであれば、何らかの施策を打って、この勾配を下げる努力をするのが行政側としてやっていくのが仕事じゃないんですかね。だから、そのために今までやってきた事業にどれだけの効果があるのかというのは当然出てくると思います。例えば長野県なんかを見ても健康な高齢者が増え続けている状況はどういう状況なのか。そういうところを実際に見てみると、あそこも一長一短でやってるわけですよ。長い時間かけて高齢者をいろいろ教育しながら指導しながらやってきているわけですから。そういうことを具体的に施策として出して、その効果が出ているのかいないのか、これだとわかんない。今言われたことはこういうことやりました、ああいうことやりました、いっぱいやりました。だけど、じゃあどれだけの効果がどれによって出たのかというのはわかんない。

【事務局】
　その長野県というのは、県全体でですか。
【委員】 

　そうです。長野県全体でやってます。長野県は健康長寿の国です。それも具体的に医療費も下がってるでしょ。介護予防費も下がってきてます。そういうことを実際にやってるわけですよ。
【副会長】

　若月先生とかですね、広島県のみつぎ会、あそこが総合政策でね、国保の直診あたりを中心にして、高齢者の健康づくりとか壮大な仕掛けをやって、そして実際に介護給付費や国保の給付費が減っているんですよね。それはあるんです。長寿だってね、例えば全国一位とか、そういう結果が出ているんです。だけども仕掛けが、介護保険だけじゃないんですよ。健康づくりから日常の生活指導から食事の指導から、大きいシステムを作ってやっているわけです。だから長野県の話は有名な話です。
【委員】

　だから実際に行かれてみたらよく分かりますよ。しかもあそこの保健指導員制度、一家のお母さんたちに保健福祉の健康づくりについての勉強を学んでもらって、家族それから近所からやってきているわけです。そういう仕組みを作っていかないと間に合わないですよってことを言ってるわけです。だから皆さん方一生懸命いろいろなことをやってるけども、もっと突っ込んだ形でやらないとこの数字はどんどん上がってくる、そしたら3年に一度保険料は上がってくるわけですから、保険料これだけ上がりましたまた願いしますって一般の人にわかりますか。お願いしますって。逆に今度は市民の人は、じゃあ宗像市何をしたんだ、これとこれとこれをやったからすいませんこれだけ上がりました。だからもうちょっと勘弁してくださいって言うなら分かりますけど、これじゃあそれができない。
【事務局】
　今、費用対効果のことでご意見いただいてるわけですが、一般的に介護予防事業をやった結果、認定率など今この数字が出ているわけで、やらなかった場合にこの数字がどうなっていたかということを具体的に算出する事例というのは無いですよね。やったから介護認定受けなかったのか、やらなければ介護認定を受けたのかというのはわかりません。それで、あとどこでその評価をするのかとなった場合に、何もその効果が見られないからやらなくて済むのかといったことは、これは避けなければなりません。ですから、今おっしゃっていますようにやらないで何も済むのではなくて、やった結果そこに参加した人が増えれば、おそらく何もしないよりも効果はあっただろうということは想像が付くかと思います。そしてそれが最終的にどこに表れてくるのかというと、介護認定の認定率であったり、あるいは要介護度の低い人が多いとか、そういうところの結果でありますし、それはおそらく他の自治体との比較の上で宗像市がどのくらいのレベルにいるのか、例えば認定率が県の平均よりも高ければ県の平均を目指すとか、低ければさらに認定率が上昇しないようにするとか、各自治体でのその位置を見ながら効果があるのかどうかを判断せざるを得ないのではないかなとは思います。
【委員】

　宗像市がどの位置にあるかとか、県の位置がどこにあるかとかじゃなくて、宗像市としてできることをしっかりやっていくと、ただ他のとこがどうだこうだというかそれは言い訳であって、そうじゃなくてやることをしっかりやっていこうというのがあれだし、できることをやってくださいよということなんで、ただ、できることを本当にじゃあこの場でやりましたかという形が見えないですよということです。例えば、極端な話認知症サポーターがどんどん声掛けしました。サポーター養成してます。しかし養成された後どうしてますか。お聞きしますけど。サポーター養成しました。その後どうされてますか。じゃあその人たちをどういうしくみにして認知症サポーターを活かしていくのか、というようなことを具体的に考えられてますか。

【事務局】

　そこがまさしく今までのただ単に人を養成するとか、住民を養成するとかいう点ではなくてですね、その方々がどのような活動をなさっているか、というようなところがある程度指標といった形で現れてくるのではないかなという風に思います。それで、私はここの前に市民活動交流室といういわゆる市民活動の部署にいたんですけども、いろんな分野を市民活動という範疇として捕らえた場合に、養成の後市民活動に関わられる割合は他の市町村の状況を見ますと、宗像の場合はかなり活動に携わっている方、活動実態というのはあるのではないかなというのは実感としてはあります。で、委員の中にも市民活動に携わっている方いらっしゃると思うんですが、実際知識を持って実際に活動していらっしゃる方という側からみてそれこそ地域とどんな風に感じてらっしゃるかお伺いしたいような気がするんですが。
【副会長】

中村委員はね、私の推察からするとおそらく、要介護認定を受けて介護保険を使っている全ての人、市内の、それを1から10まで把握しろといっているわけではないと思うんですよ、総合的に介護保険がずっと右肩上がりに増えていっている中で、地域支援事業も含めていろいろな事業をやっているじゃないですか、それを総合的に総体的にもっとトータルでしっかり進めるべきだというご質問が一つあるのではないかと思うんです。一人ひとりの追跡調査はできないです。私もそれこそ行政で経験はあるけれども、これはできないです。そういう効果を判定できる手段が無い。だから、できますかと聞いたときに、事務局ができないと言わないから、それはちょっと無理ですという話が出てこないから言われるわけですよ。その中で次に問題になるのはですね、今国で議論されてる地域支援事業ですよ。これが介護給付費の3％以内、この地域支援事業が市町村でやれという話になりよるじゃないですか。だから今の中村委員の質問にずばり絡んでくるわけですよ。介護予防を含めて、健康づくりを含めて次の議論やからここでするつもりはありませんけどね、そこらへんのご意見あたりを含めていろいろと作戦を立てないかんと思うんですよ。私はそういう風に理解しますけど。
【会長】
　本当に数字で出そうと思ったら、介護予防事業をしている集団としていない集団で比較するしか本当は方法はないと思うんです。でも、そういうことは実際無理ですから、実現するのだとしたら、この事業によって明らかに改善した実例を一つ二つ載せるとか、介護給付費の削減に明らかに貢献したと思われる事例をちょっと載せておくとか、そういうことでも何もせずに羅列するよりは良いかと思いますが。中村委員いかがですか。
【委員】

　確かに、形の上でこういった例があったとか、こういうことがあったとかはこれでは分からない。だから少なくとも市民の皆さんに説明するものがあるべきだと私は思うんですよね。それじゃそれをいろんな形で、今副会長が言われたようなことを含めて、健康福祉部長を中心になって全体を考えていただくことも必要なことだろうし、たまたま健康づくり課と介護保険課も含めた話ですから、これから高齢者に対する形を含めて全部入ってきているわけですから、そこをやっぱりこの形ではどうなのかなと。私も地域に帰っていろいろ人に話を聞くと、いや何も答えは出ていないよ、ということではなくて何か答えのあるものが出てきてほしいなと、実際にはこういうと失礼かもしれないですけど、赤間地区の拠点事業に1億6千万の予算がついて、介護保険の予算にはたった3％しか予算が無くて、それをもっと増やして介護指導員を増やすとか何でできないのかなと。臨時の職員で雇えば、1人1年間に200万もあればできるわけでしょ。で5人も雇えるわけでしょ。そうするともっと細かいサービスができてくる。そうすることで今言った、介護にならない前提に出てくるんじゃないか。そういう施策をもっと打ってほしい。
【事務局】
有難いご提案ありがとうございます。今ご指摘されましたようにですね、この介護予防がいかに介護保険の給付費また介護認定者の出現率の方の削減につながっているかということは、もう少し私どもも研究いたしまして、工夫した形でですね、資料等の作成も今からは考えたいと思います。そしてまた大きな宗像市全体の高齢者福祉に関しまして、特に介護に関します大きな構想ですね、そういったことにつきましては、私どもも十分今後議論を庁内的に努めまして介護保険運営協議会の中で議論の大きな一つとして、計画を策定するにあたりましては皆様のご指導を仰ぎながら決定していきたいと思います。中村委員は宗像市の高齢者の将来につきましてご意見をいただきましたことについて本当にありがとうございます。
【会長】
では、そういうことで改善を図るということでよろしいでしょうか。
少しスピードアップしましょう。では次、大島地区高齢者介護保健アンケート結果についてよろしくお願いします。
【事務局説明】

【会長】

　はい。ありがとうございました。国が旗を振らなかったらこのアンケートしてました？
【事務局】

　国の指示とかではなくて、先ほど申しました離島振興計画の中で介護サービスの確保というテーマが掲げられています。
【会長】

では、そのテーマに掲げられなかったらしてなかった？
【事務局】

市が掲げたんですよ。で、市で策定した。もちろん離島のあるところは離島振興計画があると思います。
【会長】
　ま、今回は報告ということですから、皆さんから何かございますか。

【委員】

　就業率について調べましたか。

【事務局】 

　申し訳ない。していないです。

【委員】

肝心などれだけ仕事しているかということを調べてらっしゃらない。だから、皆さん生きがいもって仕事しているから、これだけ少ないデータですむんですよ。と、私は想定します。あの、さっきの長野県と一緒ですが高山村もそうです。みんな農業なんかで一生懸命仕事してる。だから生きがい持ってやってる。だから介護になる間もない。で、一生懸命仕事してるってことです。働く、生きがいがあるってことがやっぱり大事なんですよね。その調査を一回されたら、結果的にそういう施設を作ることが正しいかどうかよりも、逆にそこに良い見本があるかもしれないですよね。働く場ができるということが。
【事務局】

　すでにこういった小規模多機能型っていう事業所は玄界島とか相島という島には整備されているんですが、やはりそこの島民の高齢者というのは、基本的に足腰が丈夫というのを役場の方や事業所の方から聞いたところです。
【委員】

だからおそらく、農業とか漁業とかを一生懸命されてて、そんなこと考えてる暇はないよ、ということが実態じゃないかなと思います。
【事務局】

ただ、体の自由は利くけれども、やはり認知が発生するという場合はある、必ずしも体が元気だから、とは言えない。
【委員】

認知症が出てくるというのは確かにあるんでしょうけど、私はどっちかというと認知症はわりかし周りの人が回っていろんな人が話をしながらまとめて、大丈夫だよおじいちゃん、こうしようね、ああしようねってことで家族がやっぱり、今みたいに核家族化してなかったからというのもありますし、また近所両隣でいろいろとね交流もあったからというのもおそらくあるんじゃないか。そういう面をもっと調査されたほうが。実態がよくわかるんじゃないかと思います。
【事務局】

ただ、やっぱり若者が離れていくという離島の事情もあると思うんですが、先ほどの一人暮らしと夫婦二人暮らしの高齢者の割合は多いですし、特に一人暮らしの後期高齢者の割合は本土よりも多い状況がございます。で、本土に移り住んだ例えば子供さんとかが呼び寄せて同居とかできればよろしいんでしょうが、それもなかなか難しい状況です。
【副会長】

あのですね、大島に特化して離島の介護に関するある程度の調査をやったのは今回初めてでしょ。介護保険の事業計画を作るために国が示した調査項目とかではするかも知れんけど、市独自でアンケート調査やったのは初めてでしょ。今までいろいろ議論されるような推測も含めて、今までも話があったんですよ。しかし、無回答が多いにしてもですね、実態調査を初めてなされたと、これは非常に貴重なものですからね、今後慎重に取り扱って大島という地域の特性も踏まえて、文化・歴史も踏まえて、どうやるかということで、ここの議論はこれぐらいで今日はもうやめにしてほしいです。

【事務局】 
　それと、補足なんですが、今日初めてこのアンケート結果をご報告差し上げたんですが、この後、ご協力いただいた大島のコミュニティ協議会にも報告させていただいて、島民の方たちの率直な現状をですね、就業率も含めてですね、ご意見をお伺いしたいと考えています。（よろしいんじゃないですか）で、その結果を受けて、この在宅、特に小規模多機能を考えているところなんですが、この整備を第6期で計画していくのか。
【副会長】

　　これをね、まだ簡単に言うたらいかんですよ。これを土台にして、精査して、さっきからあるように徹底した議論をやって、大島にどういう施策を展開していくか、小規模多機能も意見があるし一つの施策ではありますよ。しかしね、また今後に譲ろうやないですか、十分に検討して。
【会長】

　よろしいですね。では次の議題、地域密着型サービス事業指定候補者選定結果について、お願いします。
【事務局説明】
【会長】

　ありがとうございました。一応、所定の基準点をクリアしたのでニチイを選定するという趣旨でよろしいですか。何かご質問等ございませんか。よろしいですか。では、報告事項は以上で終わりまして、4番目のその他ですが何かございますか。

　

【委員】 

　日の里地区の選考結果についてですけどよろしいでしょうか。（はい。どうぞ。）

そこの施設は、交流できる場が取れないということでしたが、いろんな災害時とかそういうときに、例えば動けないというか、普通は介護施設に通っているような方を受け入れてくださったり、そういうところも少し市のほうからもお話いただければ。日の里8丁目はご存知のように山の上にありますので、車椅子を押して避難することはとてもできません。7丁目ですけれども隣り合わせですし、そういった防災のほうもいろいろ防災係の整備等で立ち上げしてますけれども、いかんせんお年寄りが多いものですから、車椅子を押して急にそこまで何かあったときに連れて行くのはとても不可能ですね。そこが、例えばコミセンじゃなくてそこがそういう風な利用ができるってことになれば、一応頭の中に、その近所の方だけでもですね。あとは小学校、中学校がありますから、そちらの方もなんですけれども。それと、点数がいかにも低いと思うのですが。基準60点で63点ですよね。なぜでしょう。
【事務局】 

　まず1点目。災害時の件についてですが、基準にはそこは無いことですが、市のほうで福祉避難所といって、介護施設や社会福祉施設と協定を結びまして、災害時の受け入れ等を進めて、どういう内容でいくかということを今検討しているので、そちらの働きかけというのは市のほうからニチイ学館の方にはできるかと思います。2点目の選考結果についてなんですが、前回の運協でもご報告差し上げましたが、ケアハウス岬の百条委員会の件を受けまして、選考方法をかなり大幅に見直しました。この採点シートに関しましても、百条委員会で、委員さんの中でかなりバラつきがあると、最低点と最高点の点数の差が開きすぎだと、基準とか観点がばらばらになっているのではないかというような指摘を受けまして、採点の基準というのをかなり精査したつもりです。さらに、単なる採点ではなく、採点補助シートというのを作りまして、基準点は3点ですとはっきりはじめに申し上げました。基準よりもよければ4点、5点、悪ければ、2点1点、0点。で、極端な点数0点とか1点とか、5点とかをつける場合は、必ずその理由を付してください。理由が無くてただ単に点数をつけると、個人の主観というのが反映されて点数にばらつきを生むと思いましたので、そういうような工夫をしています。その結果が、逆に見た目で同じような点数になっているんじゃないかと思いますが、事務局側としてはそれは正しく基準が合ったのではないかと考えています。
【委員】

　今国のほうでは、介護1,2は決まってないけど無くなりますよね。それは地方の中で、地域の中で、例えば市町村の中でやんなさいというようなお話がいろいろございますね。市のほうはその辺りのことを踏まえて、これは社協も私は大変だと思うんですけれども、広範囲にわたってその辺の影響があるようですが、まだ決まってはいませんがどのように考えて、まだ国のほうでは正式に決定したわけじゃないけど、必ず出てくると思うんですよ。そういったとの整合性はどういう風に捕らえてありますか。
【事務局】 

　まさに今の報道等を見ますと、要支援1,2については市町村の独自事業にまわすということで、先ほどから中村委員も含めまして宗像市の高齢者施策を今後どのようにしていくのかと、その中の大きな課題の一つになると思います。今はマスコミからの情報しか我々は持っておりませんけど、早ければ2年後ぐらいには、多分第6期からなるだろうということですから、地域支援事業の3％内での事業達成というのは、これは不可能でございますので、そこの考え方につきましてはもう少し国の方が今後の審議の中で、どのような財源的なものを市町村に任せるのかと、一定の形も見えてくると思います。そういった形の中での宗像市の高齢者施策構築に当たっての基本的なところの一つの大きな要支援1、要支援2の方の自治体のほうに任された事業運営ということになると思いますので、その部分につきましては今後この運協をはじめ、いろんな場で協議されるものでございまして、全庁的に宗像市の本質が問われる重要なものであるという認識でおります。
【委員】

　それで、先ほど中村委員さんから出ている、高齢者の生きがいですね。全体として市の事業にも関わると思うんですが、大島が大変元気なんですよ。まだ田舎のそういうところにまだしなくても良いという元気があるわけ。私の地区でも高齢者はいっぱいおる。元気で。できるだけ、そういう施設に入りたくないし、介護を受けたくないし、ていうのは網仕事あるし、農作業あるし、だから、ある面で空き家対策も含めてそういう人たちが集まって生きがいを持てるような施策も是非必要やないかと思うんです。つまり、生きがい対策ですかね、総合的なものになりますけどもね。その辺含めると中村委員がおっしゃったようにその辺が同じ金をつぎ込むならそういうところにもということじゃないかと思います。
【会長】

　ありがとうございました。時間も長くなってしまいましたんで、何もなければこれで、この会議を終わりたいと思いますが。（異議なし）。では、次回はもうちょっと早く、90分くらいで終われるように頑張ってまとめていきたいと思いますので、よろしくお願いします。お疲れ様でした。
５．閉会

＜会議次第＞


１．開会


２．会長あいさつ


３．議題


（１）報告事項


○平成24年度介護保険事業の進捗状況について


○大島地区高齢者介護保険アンケート結果について


○地域密着型サービス事業指定候補事業者選定結果について


４．その他　


５．閉会
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